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「RIETI 発明者サーベイ」)。この結果、5,300 件に近い回答を得ることが出来た。 







                                                  





















本調査の質問票の設計に当たっては、 欧州で 2003 年から 2004 年にかけて行われた発
明者のサーベイ(PATVAL-EU サーベイ，以下「欧州サーベイ」)の質問票を参考とした。
同調査の中心的な企画者であるボッコーニ大学の Alfonso  Gambardella 教授及びミュン
ヘン大学の Dietmar  Harhoff 教授には、同調査の質問票の提供、当方で開発した質問票
へのコメントを含めて大きなご協力を得た














                                                  
2 米国でRIETI発明者サーベイとほぼ同じ調査票によるサーベイをRIETIとジョージア工科
大学の協力で実施し、現在とりまとめ中であるが、その担当者である John Walsh 准教授及
び協力者の Wesley  Cohen 教授からも有益なコメントを頂いた。 
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3.1  回答して頂いた発明者と所属組織のプロファイル 
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絞られている。例えば 2000 年の日本国特許庁への出願件数は 44 万件(その中で内国出
願が 39 万件)であるが、３極のファミリー内の日本特許は 3.7 万件あり、その内日本人






                                                  
6 後述するように、 ３極出願特許でも研究開発費をかけることなく直接特許化した特許出願
































                                                  





9 重点分野・標準の重要特許の回収件数の中で 1/6 が標準の必須特許である(付録を参照)。  




り、その中で 187 人のみが二回回答していている。 














次に、 発明当時に組織に雇用されていた発明者の割合は 97%であり、 その中で更に 93%
が雇用者が特許申請をしている職務発明である。すなわち、自営業者、学生など個人発
明家の割合は極めて低い。発明者の所属組織としては、表１に示すように、３極出願と











                                                                                                                                                  
ーベイでは、回答者を原則として特許の筆頭発明人に限定している。 
14  平成 13 年の事業所・企業統計調査によれば、製造業の国内常用雇用者数は 9,418(千人)
であり、299 名以下の企業の国内常用雇用者数は 4,947(千人)である。  9



















サンプル件数 3,658 1,501 119 9,017
大学卒(%) 85.9 86.7 94.2 76.9
博士(%) 12.4 8.7 28.6 26
女性の割合(%)
1.5 1.8 1.7 2.8
年齢 39.5 38.6 39.7 45.4
大企業(251人以上)勤務の
割合(%) 87.8 87.0 85.6 70.6
中小企業勤務の割合(%)
8.7 10.2 3.4 22.5
大学等高等教育機関 2.3 1.4 4.2 3.2
国公立研究機関及びその他








図１  発明者の所属部門 
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製造部門などの付属研究開発組織 
製造                
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日米欧三極出願特許 4.6 6.0 60.8 61.3 45.7 26.1 9.1 3.5
非三極出願特許 4.1 5.3 60.3 67.9 34.5 29.8 8.3 2.4






競争企業 ユーザー サプライヤー その他
日米欧三極出願特許 26.8 3.9 3.5 18.6 3.9 8.7 9.5 25.1
非三極出願特許 25.9 10.6 4.7 15.3 4.7 11.8 7.1 20

























































ア事業では 15%に対して新規事業立ち上げでは 21%)。 また特許の価値の経済的な評価で
上位 25%以内に入る成果の割合において、新規事業立ち上げの場合の方が高い。 
 
図４  コア事業における研究開発  対  それ以外の研究開発(発明の自社実施率、上位
25%の経済価値がある発明の割合及び、着想における科学技術論文の重要性) 
 















































































































図５  研究開発の技術的な目的 
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17  科学技術研究調査報告の調査票の定義によれば、基礎研究 (basic research)  とは、
「特別な応用，用途を直接に考慮することなく，仮説や理論を形成するため若しくは現象
や観察可能な事実に関して新しい知識を得るために行われる論理的又は実験的研究」をい

















































図９    発明をもたらした研究開発プロジェクトがカバーする研究開発の段階 (%) 
 









































































































許化した場合と予想出来た副産物の割合が高く、それぞれ 27%と 21%の水準である。 
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科学的な発見、技術的知見等を新たに事業
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図 15 研究協力の頻度(研究開発プロジェクトにおける割合、％) 
 
 























































































ヤー企業            
競争企業            
直接競合していないが同じ産業内の他企
業  
上記以外の企業      
大学等高等教育機関  

















図 18  事業目的別の共同研究のパートナー(外部からの共同発明者、３極出願特許)の
頻度(%) 
 




































図 19    外部の協力研究組織 (共同発明者以外)が存在する頻度(%) 
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外部組織の協力はあったか
設備、材料、部品、あるいはソフトウエア等サプライヤー企業 
クライアントまたは顧客                  
競争企業            
直接競合していないが同じ産業内の他企業  
上記以外の企業      
大学等高等教育機関  





















図 20  組織内外及び時間距離の大小による研究の交流先の重要性(スコアの平均) 
 





















































                                                  
18 欧州の調査では組織内の知識源の重要性を尋ねていない。  32
図 21  発明における各知識源の重要性（研究の着想における重要性のスコア平均、日
本３極出願対欧州） 
 
出典  RIETI サーベイ及び欧州のサーベイ 
 
  次に研究の着想の段階と研究の実施の段階での、 各知識源の重要性の評価を行ったの
が、図 22 である。 「非常に重要である」と回答した発明者の頻度を示している(３極出













































図 22  研究の着想と実施に非常に重要な知識源 (日米欧３極出願特許、％) 
 
































































































化学分野 30.0% 21.5% 20.7% 19.9% 12.5% 8.1% 2.7% 2.0% 3.2% 0.2% 1.5% 0.2%
医薬・医療分野 28.4% 15.7% 36.4% 18.5% 12.3% 5.9% 2.8% 2.8% 5.2% 0.0% 1.5% 0.3%
情報通信分野 17.8% 15.7% 18.3% 17.2% 13.2% 4.8% 5.7% 1.5% 2.1% 5.2% 1.3% 0.4%
電気・電子分野 19.1% 16.6% 18.1% 17.3% 14.5% 6.6% 3.6% 1.6% 2.6% 1.3% 1.0% 0.4%
機械分野 23.0% 20.4% 11.1% 18.8% 14.2% 6.8% 3.1% 4.1% 2.2% 1.2% 0.9% 0.8%
その他 19.8% 26.7% 9.8% 16.6% 15.1% 7.5% 2.3% 5.8% 2.3% 1.6% 2.3% 1.0% 35


























































従業員が５０１人以上の企業 3.4 3.4 3.0 2.9 2.8 2.1 2.0 1.9 1.5 1.4 1.3 1.0
従業員が２５１人～５００人の企業 3.3 3.5 3.0 3.2 2.8 2.4 1.9 2.1 1.4 1.3 1.5 1.0
従業員が１０１～２５０人の企業 3.1 3.0 2.6 3.2 2.8 2.2 1.8 1.9 1.6 1.4 1.6 1.2
従業員が１００人以下の企業 3.0 2.9 2.7 3.1 2.4 2.1 1.8 2.1 1.6 1.4 1.5 1.1
大学等高等教育機関 2.4 2.9 4.0 1.7 1.9 1.7 2.2 1.5 3.1 1.3 2.2 1.3 36
図 23  外国の知識源  対  国内の知識源 (３極出願特許、着想段階、%) 
 
注１  文献の場合には、外国語の知識源=外国の知識源として評価している。 
注２ 「使っていない」 と回答した者を除いた分母で割合が出されている。 例えば科学技術文献の場合、 33.2%











































































上回る 30% 31% 30% 26%
下回る -14% -21% -16% -22%
上回る 60% 45% 41% 33%
下回る -8% -10% -11% -14%
上回る 39% 30% 26% 19%
下回る -13% -14% -16% -23%
上回る 35% 35% 30% 31%
下回る -15% -15% -19% -17%
上回る 28% 33% 29% 32%
下回る -22% -20% -19% -23%
上回る 25% 29% 29% 33%













































自社による割合                
この研究で提携関係にある他社による割合 
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のため出願した    
特許出願手続きのために当該論文公表が遅れ
た                  












































表６   技術分野別の発明に要する時間(経過時間の平均及び研究人月、３極出願特許) 
 
 







願で大きな差はないが、 重点分野 ・ 標準分野などの重要特許をもたらした研究開発では、























無し 2.0 2.0 1.6 1.7 1.8 1.7
基礎研究

































































0 1 02 03 04 05 06 07 08 09 0 1 0 0
発明者所属企業の内部資金                
政府からの資金      
発明者所属企業以外の企業からの資金      
クライアントまたは顧客からの資金        
設備、材料、部品、ソフトウエア等サプライヤー企業            
ベンチャーキャピタル、エンジェルなどからの投資資金          
リスク資金不足のために望んでいた研究の範囲を実質的に縮小した











































研究開発プロジェクトは複数の特許をもたらすのが通常である。 図 29 に示すように、
１件のみの場合は、３極出願で 17%であり、51%が２件から５件、16%が６件から 10 件、




























R&D投資の制約 事業化投資の制約 科学技術論文の公表 政府資金の有無
コア事業対象
非コア事業対象    
新規事業立ち上げ    
技術基盤強化           45





































１１件～５０件      
６件～10件          
２件～５件          
１件（当該特許のみ） 46
したがって、 比較的価値が低い発明の自己評価には上方にバイアスがある可能性がある。  
 






























図 31  発明への投入研究時間と発明の国内での経済価値の関係(３極出願) 
 
 



































































































図 32  発明の利用状況 
 





























































































































































































































図 35    「もの」の発明と「方法」の発明のライセンス数(３極出願特許) 
 
 





























































































































































































































































































































































































0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0
他社が類似技術を特許化することをブロックするため            
特許は他社による迂回防止に有用だから    
発明の技術水準が高くなったから          
基礎的な発明でありその応用技術を発展させることが出来な
かった
当該発明の実施に必要な他分野の技術開発が遅れているから   




発明を実施する上で上記以外の隘路が存在したから              


































図 41  当該発明の商業的成功に重要な企業戦略(「非常に重要である」と回答した割
合、％) 
 



































































































































































































RIETI 発明者サーベイは、３極出願特許からランダム抽出された 3,700 件、非３極出願
特許からランダム抽出された 1,500 件及び重点推進分野の重要特許及び３つの標準の
必須特許 120 件の三つのサンプルを対象にしている。大半の特許は優先権主張年(ある







-低い女性比率  女性の発明者の比率は非常に低い。そのシェアは全体の 1.5%であり、
対応する時点での女性研究者比率の約 10%と比較しても小さい。 
 
-所属は大企業中心  従業員が 250 名を超える企業に所属している者の発明が３極出願







































３極出願では、 「重要な技術課題を解決」が 75%、 「科学的な発見、技術的知見等を新た




頻度を 100 とすると、発明が予想された副産物である場合の頻度が 44、予想もしてい






























ースは、 特許文献、 科学技術文献、 ユーザー及び競争企業である(上位４つ)。 特許文献、
顧客・ユーザーの方が組織内の知識源より多い。企業規模が大きいほど組織内の知識は










































-ライセンスの重要性  自社実施されていない特許の 11%がライセンスされていること、
また特許は単独では実施出来ない場合が非常に多いことからも(国内特許だけで平均で





公開までの期間 18 ヶ月と近い。 
 































1.  データ 
 
1-1.  データベース 
OECD が作成している Triadic Patent Family database（以下、TPF database）の







1-2.  データの修正、加工 
  特許ファミリーの情報、 優先権主張年や米国特許分類等については TPF database を





TPF database の JPO ファイルには、ファミリーID とそのファミリーに含まれる日
本の出願番号が収録されている。この出願番号の表記方法は「JP + 3～10 桁の数値」
が原則である19。一方、整理標準化データでは、特許庁が付与した 6 桁の出願番号の前
に出願年を加え、計 10 桁の数値で出願番号を管理している。TPF Database と整理標
                                                  
19 1999 年までの出願番号は、末尾の 2 桁が西暦の下 2 桁で、残りは先頭の 0 を除いた出願
番号を表す。2000 年以降の出願番号は、先頭の 4 桁が西暦を示す 10 桁の数字で表記されて
いる。 例 1） 1999 年の 000012 → JP1299、 例 2） 1999 年の 012345 → JP1234599、 例 3） 2000
年の 012345 → JP2000012345。ただし、国際出願番号であった場合はこのルールには従っ
ていない。例）1995 年の 6789 → JP9506789  65
準化データとを接続する場合は出願番号をどちらかの表記方法に統一する必要があり、
今回は TPF データの出願番号を整理標準化データの表記ルールに合わせて変換した。 
 
国際出願番号に関わるデータの修正 
  特許協力条約に基づく PCT ルートで発明を国際出願した場合、国際段階の手続きが
行われた後に国内段階の手続きに移行する。 TPF database では国際出願された発明は、
原則として、 WIPO が付与した国際出願番号と国内段階移行後に日本特許庁が与えた出










  もう一つの問題は、TPF database に含まれる国内移行後の出願番号の出願年部分の
間違いである。整理標準化データでは、ある出願が国際出願であった場合、その出願番























2.  サンプリング 
 
2-1.  ３極出願特許のサンプリング 
  サンプリングの対象は、TPF database に収録されている特許、つまり、日米欧の３
極特許庁に出願されている特許ファミリーで、 ファミリー内の最も早い優先権主張年が
1995 年から 2001 年で、日本の出願者(日本に住所がある)を含む発明で、かつ整理標準
化データとマッチでき、(日本語の質問票であるので)カタカナ表記でない発明者が存在
することを基本方針とする。 



















共有されていると想定している。6.5 万件のうちの約 95%に当たる約 6.2 万件の特許が
                                                  
20 今回利用した Pat3 データベースでは発明者の記載順位の情報が提供されていない。 
Priority Year Num of families Including JP applicants Percent
1995 34,857 9,527 27.3%
1996 38,094 10,530 27.6%
1997 40,669 11,348 27.9%
1998 38,185 10,932 28.6%
1999 39,229 11,403 29.1%
2000 34,792 11,261 32.4%
2001 23,529 7,441 31.6%




程度(回答率が 15%として各技術分野で約 20 件の回答数となる)を確保し、残りは母集
団のサイズに比例するように階層別にランダム・サンプリングを実施した。米国特許分
類は Sub-Category を基本とする 38 分類 （Other を含む） である。 これは TPF database
の USPTO ファイルから各ファミリーで最も早い時期に登録された米国特許の米国特
許分類（Class コード）を調べ、その Class コードを表 2 に従って Sub-Category コー








てきた質問票を補うため 3,736 件の予備サンプルを使い、合計 17,643 件の質問票を発
明者に送付し 3,658 件の回答を得た。 
 
 
2-2.  標準分野等の重要特許のサンプル 
３極出願特許に加えて、IT、ナノテク・材料などの分野の重要特許及び標準関連特許な
ど 500 件弱を付加した。先ず標準関連特許については、MPEG2、DVD、WCDMA の
各パテントプールの必須特許 567 件を候補とした。標準関連特許では多数の特許の発
明人になっている研究者が多いため発送対象を大幅に選別する必要がある。また、日本
特許庁は科学技術基本計画で重点推進 4 分野及び推進 4 分野と定められた 8 分野を中
心に出願件数増加率が高い、 あるいは今後の進展が予想されるテーマを調査し特許出願
技術動向調査報告として公表している22。重点推進 4 分野に関する報告書で当該分野の
専門家の判断によって重要発明とされている特許 487 件を候補とした。 
                                                  
21 今後詳細な分析を行う上で6.2万件にしたことによるバイアスのチェックも必要である。  
22 http://www.jpo.go.jp/shiryou/gidou-houkoku.htm  68







11 Agriculture, Food, Textiles 8 19 71 127 442 504
12 Coating 106 118 401 427
1 3 G a s 4 85 59 59 6
532 534 536 540 544 546 548 549 552 554 556 558
560 562 564 568 570
15 Resins 520 521 522 523 524 525 526 527 528 530
23 34 44 102 117 149 156 159 162 196 201 202
203 204 205 208 210 216 222 252 260 261 349 366
416 422 423 430 436 494 501 502 510 512 516 518
585 588
178 333 340 342 343 358 367 370 375 379 385 398
455
22 Computer Hardware 341 380 382 395
700 701 702 703 704 705 706 707 708 709 710 712
713 714 715 716 717 718 719 720 725 726
23 Computer Peripherals 345 347
24 Information Storage 360 365 369 711
31 Drugs 424 514
32 Surgery & Medical Instruments 128 600 601 602 604 606 607
33 Biotechnology 435 800
39 Miscellaneous-Drug&Med 351 433 623 D24
174 200 327 329 330 331 332 334 335 336 337 338
392 439
42 Electrical Lighting 313 314 315 362 372 445
43 Measuring & Testing 73 324 356 374
44 Nuclears & X-rays 250 376 378
45 Power Systems 60 136 290 310 318 320 322 323 361 363 388 429
46 Semiconductor Devices 257 326 438 505
49 Miscellaneous-Elec. 191 218 219 307 346 348 377 381 386
65 82 83 125 141 142 144 173 209 221 225 226
234 241 242 264 271 407 408 409 414 425 451 493
29 72 75 76 140 147 148 163 164 228 266 270
413 419 420
91 92 123 185 188 192 251 303 415 417 418 464
474 475 476 477
54 Optics 352 353 355 359 396 399
104 105 114 152 180 187 213 238 244 246 258 280
293 295 296 298 301 305 410 440
7 16 42 49 51 74 81 86 89 100 124 157
184 193 194 198 212 227 235 239 254 267 291 294
384 400 402 406 411 453 454 470 482 483 492 508
61 Agriculture, Husbandry, Food 43 47 56 99 111 119 131 426 449 452 460
62 Amusement Devices 273 446 463 472 473
21 22 42 62 83 63 85 76 66 86 97 9
87 112 139 223 450
64 Earth Working & Wells 37 166 171 172 175 299 405 507
65 Furniture, House Fixtures 4 5 30 70 132 182 211 256 297 312
66 Heating 110 122 126 165 237 373 431 432
67 Pipes & Joints 138 277 285 403
68 Receptacles 53 206 215 217 220 224 229 232 383
11 41 52 73 34 05 25 45 96 26 38 4
101 108 109 116 134 135 137 150 160 168 169 177
181 186 190 199 231 236 245 248 249 269 276 278
279 281 283 289 292 300 368 404 412 428 434 441
462 503
91 32 02 22 53 13 53 95 09 3 1 2 1 1 3 0
133 207 214 247 253 255 284 302 308 311 316 321
344 350 357 364 371 387 397 421 437 448 456 457
465 495 506 515 517 529 538 561 566 567 572 574
582 584 596 609 730 735 784 858 860







Apparel & Textile 63
41 Electrical Devices
Mechanical 5






















付録  表 3  ３極出願特許の母集団と回収件数 
 
 
付録  表 4  重点分野・標準の重要特許 
候補数 発送件数 回収数
567 72 20
ナノテクノロジー 151 130 30
ライフサイエンス、
環境他4分野 201 155 46








前半 後半 前半 後半
11 Agriculture, Food, Textiles 157 126 253 24 36
12 Coating 483 477 393 36 44
13 Gas 80 109 168 28 17
14 Organic Compounds 851 802 495 60 60
15 Resins 1,356 1,381 647 70 55
19 Miscellaneous-chemical 2,926 2,904 1,066 109 99
21 Communications 2,517 2,873 959 95 65
22 Computer Hardware 622 467 380 30 29
23 Computer Peripherals 1,237 1,347 576 34 42
24 Information Storage 1,063 1,237 556 66 54
31 Drugs 1,161 601 513 61 66
32 Surgery & Medical Instruments 422 649 378 41 44
33 Biotechnology 568 370 386 44 43
39 Miscellaneous-Drug&Med 94 127 183 22 23
41 Electrical Devices 992 1,534 573 48 43
42 Electrical Lighting 646 1,079 486 54 42
43 Measuring & Testing 621 822 444 56 55
44 Nuclears & X-rays 308 404 349 38 34
45 Power Systems 1,554 2,366 768 94 78
46 Semiconductor Devices 952 1,237 566 66 63
49 Miscellaneous-Elec. 1,104 991 537 74 46
51 Materials Processing & Handling 1,033 1,202 540 59 44
52 Metal Working 869 1,109 543 68 69
53 Motors, Engines & Parts 1,277 1,767 624 69 76
54 Optics 1,219 1,251 568 57 43
55 Transportation 539 803 417 40 33
59 Miscellaneous Mechanical 854 1,179 531 67 57
61 Agriculture, Husbandry, Food 229 184 302 48 39
62 Amusement Devices 173 258 303 7 14
63 Apparel & Textile 216 279 303 40 37
64 Earth Working & Wells 67 52 95 8 12
65 Furniture, House Fixtures 116 211 246 34 17
66 Heating 216 169 295 44 40
67 Pipes & Joints 144 214 264 39 27
68 Receptacles 174 227 297 32 23
69 Miscellaneous-Others 2,181 2,742 926 114 87
77 Computer Software 1,513 1,749 701 61 62
99 Others 12 7 12 1 2























検索 IPC が存在しないデータのみ公開・公表 IPC で補った。 






願特許のサンプリング対象とした。 1995-97 年 （554,205 件） と 1998-2001 年 （704,861
件）の合計 1,259,066 件がサンプリング母集団である。一発明者当たり、一事業所当た
りの発送数制限は３極出願特許のサンプリング結果と合わせて合計で発明者一人当た








                                                  
23 標準・重要技術分野特許の出願年は 1995-2001 とは限らない。予備データはなし。  71
付録  表 5  非３極出願の母集団と回収件数 
前半 後半 前半 後半
A61 医学または獣医学；衛生学 21,067 29,719 418 50 43
A63 スポーツ；ゲーム；娯楽 12,783 24,678 180 9 8
B01 物理的または化学的方法または装置一般 11,806 14,243 204 25 24
B23 工作機械；他に分類されない金属加工 15,234 18,308 208 24 23
B41 印刷；線画機；タイプライター；スタンプ 30,178 36,366 343 33 27
B60 車両一般 29,702 33,754 434 45 48
B65 運搬；包装；貯蔵；薄板状または線条材料の
取扱い 28,811 36,426 332 28 30
C07 有機化学 6,477 8,547 213 30 14
C08 有機高分子化合物；その製造または化学的
加工；それに基づく組成物 17,563 23,482 302 40 31
C12 生化学；ビール；酒精；ぶどう酒；酢；微生物
学；酵素学；突然変異または遺伝子工学 4,138 5,903 128 19 11
F02 燃焼機関；熱ガスまたは燃焼生成物を利用
する機関設備 11,783 12,727 176 22 19
F16 機械要素または単位；機械または装置の効
果的機能を生じ維持するための一般的手段 23,751 25,567 353 44 38
G01 測定（計数Ｇ０６Ｍ）；試験 56,828 56,773 708 84 93
G02 光学 32,250 33,645 363 35 29
G03 写真；映画；光波以外の波を使用する類似
技術；電子写真；ホログラフイ 46,559 45,693 431 30 30
G06 計算；計数 49,390 88,740 693 90 42
G11 情報記憶 24,906 29,639 281 30 25
H01 基本的電気素子 68,865 94,119 1,018 116 88
H04 電気通信技術 46,053 63,799 538 52 33
H05 他に分類されない電気技術 16,061 22,733 206 26 13






















付録  表 6  回収状況 






三極出願 17,643 2,292 1,930 13,421 3,658 2,309 1,349 20.7% 27.3%
非三極出願 7,529 995 819 5,715 1,501 942 559 19.9% 26.3%
標準・重要特許 470 49 99 322 119 63 56 25.3% 37.0%













差を検定した。 H0: A－B＝0， Ha: A－B≠0 として unequal variance を仮定した t-Test





付録  表 7  回収バイアスの評価(unequal variance t-test) 
三極出願特許
平均の差
回収(A) 未達・非回収(B) A-B t-stat p-value sig
出願年 1998.00 1997.92 0.086 2.565 0.010 **
発明者数 2.76 2.80 -0.035 -1.046 0.296
請求項数 8.47 8.84 -0.371 -2.229 0.026 **
IPCの数 2.64 2.58 0.053 1.452 0.147
標準分野等の重要特許
平均の差
回収(A) 未達・非回収(B) A-B t-stat p-value sig
出願年 1996.73 1996.49 0.238 0.757 0.450
発明者数 3.29 2.96 0.331 1.471 0.143
請求項数 9 9.77 -0.775 -0.705 0.482
IPCの数 3.18 2.89 0.296 1.371 0.172
非三極出願特許
平均の差
回収(A) 未達・非回収(B) A-B t-stat p-value sig
出願年 1997.90 1997.84 0.057 1.022 0.307
発明者数 2.18 2.20 -0.019 -0.454 0.650
請求項数 5.49 5.67 -0.189 -1.267 0.205






























単純平均 68.3 14.0 1.8 6.0 2.5 7.4
重み付き平均 69.0 14.3 1.6 5.2 2.8 7.0
単純平均 62.6 15.1 1.7 7.2 4.0 9.4







サンプル件数 3,658 3,658 1,501 1,501
大学卒(%) 85.9 87.3 86.7 87.5
博士(%) 12.4 11.4 8.7 7.8
女性の割合(%) 1.5 1.4 1.8 1.7
年齢 39.5 38.9 38.6 38.5
大企業(251人以上)
勤務の割合(%) 87.8 89.5 87.0 87.3
中小企業勤務の割
合(%) 8.7 8.0 10.2 9.9
大学等高等教育機
関(%) 2.3 2.2 1.4 1.1
国公立研究機関及
びその他政府機関 0.7 0.5 0.8 0.7
財団法人などその
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析」 、平成 18 年度大学における知的財産権研究プロジェクト(『上流発明の効果的な創
造と移転のあり方に関する研究：共有にかかる特許権を一つのフォーカスにして』 、一
橋大学研究代表  長岡貞男) 